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1980年制定の定型取引条件について  
椿   弘 次  
1 序一荷為替取引の合理性  
今日の貿易取引の過半数以上ほ，CIF条件および荷為替決済の明示または  
黙示の特約付きのFOB条件で行われている。それは，これらの2条件にお  
いて売買当事者の利幸がうまく調整されているからである。すなわち，物品の  
引渡しと代金の支払が，隔地著聞取引にもかかわらず同時交換性を保っている  
からである。   
両条件においてほ，輸出港匿おいて運送本船に約定品を積み込むことが危険  
配分の喪章なモメソトとされている。FOB条件上は，これにより輸入者（買  
主）への物品の引渡しとみなされる。CIF条件でほ，これにより提供酋腰の  
入手が可能になる。そして，約定品の本船への積込みをすませた輸出者（売主）  
は，横込式船荷証券（shippedB／L）を中心とする掟供書類を整え，荷為替手  
形を取り組んで輸入者に代金の支払請求を行う。これに対し，輸入者は運送車  
煩を含む提供者類を検査した後，手形の引受け・支払を行う。   
このような荷為替決済を伴う前記の二つの定型取引条件においてほ，運送書  
類の提供・それらの検査・手形の引受け・支払という流れと売買法上の約定晶の  
提供・検査権の行使・代金の支払という順序との間に対応関係がみられ，物品の  
引渡しと代金の支払との間に形式的にせよ同時性が保たれている。これにより，  
輸出者は代金を，輸入者は約定どおりの物品の入手をそれぞれ確保できる。   
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この荷為棒決淋こ取消不能信用状が加われは，輸出者の代金確保は確実性を  
増し，輸出者により提供される運送歯数と信用状条件との間の厳密一致が要求  
されるから，信用状の発行依析人である輸入者ほ信用条件の決定に広く関与す  
ることで，売買突約の正しい履行を確保しやすくなる。このため，荷為替信用  
状付きのCIF条件およびFOB条件が貿易売買の主要な条件となっている。   
これらの取引条件ほ，国際海上運送のみを前提としたものであi），売買，国  
際海上運送および荷為替金融が「本船への物品の税込み▼Jの一点に集約されて  
いるところに一大特徴がある。輸出者と輸入者の間では，「本船への物品の積  
込み」が危険配分の分岐点であり，荷送人対海上運送人の関係においてほそれ  
ほ船荷証券上の束任の開始時点に相当する。反対の特約がないかぎり，「本船  
への物品の積込み」を証する税込式船荷証券が，荷為替信用状上の正当な運送  
竃類である。これは，また，CIF条件およびFOB条件における輸出者の捉  
供すべき畜類と一致する。（11   
さらに，国際的な荷為替決済ほ，海上運送さか一る物品よりも荷為替手形が早  
く買主に望示されることを前提にしている。こうした前捉と国際的に統一され  
た運送条約が有価証券たる船荷証券を支えている事実に基づいて，前記の二つ  
の取引条件の合理性が保たれてきたのである。  
2 コンテナ運送と定型取引条件   
1966年に北大西洋でSea・Land社によって海上コンテナ運送が始められた。  
この運送方法は，コンテナによる国際複合運送をもたらし，さまざまな運送方  
法を生む契機となった点で革命的であった。貿易売買の観点からは，国際運送  
のスピードが向上し，前述の荷為替取引成立の前提（運送晶よりも早く荷為替  
手形が輸入者に呈示されること）が崩れる場合が多くなったこと，運送人の運  
送証券上の責任が運送晶の受取りから開始し「本船への物品の積込み」が必ず  
しも重要なモメソトでなくなったこと，などが既存の海上運送を中心にした定   
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型取引条件に大きな影響を与えている。！2）   
他方，コンテナによる阻際複合運送は，輸出者と輸入者の間を直接かつ迅速  
に結びつけ ．1人の「複合運送人」（COmbined or multimdaltransport  
operator；CTO or MTO）の手で，一つの運送畜類（COmbined or through  
transport document；COmbined bills oflading）の下に，運送コストを割  
安にできることを接模して，横座的に進められてきた。そして，一説によjlば．  
一般貨物の8割方はコンテナ運送されうるといわれている。制束京・横浜の両  
港では輸出入貨物の5割率はコンテナ運送されている。また，日本を起点とす  
るコンテナによる複合運送絡も増えている。佃   
このような運送方法の革新に対して，新たな貿易取引の条件は整っているで  
あろうか。国際商業会議所（InternationalChamber of Commerce，ICC）  
は，19釦年制定の次の三つの定型取引条件を用意している。（引   
1．Free Carrier．．…．（named point）〔運送人渡条件〕   
2．Freight／Carriage Paid to‥”．．（named point of destination）〔愉送  
費済条件〕   
3．Freight／Carriage andInsurance Paid to‥・．．．（named point of  
destination）〔輸送費・保険料済条件〕   
これらの条件は，取引界の需要に応えうるものであろうか。CIF条件のよ  
うな合理性がこれらの条件に残っているであろうか。ささやかな分析を試みて   
みたい。  
3 主要な問題点  
貿易売買における定型取引条件を研究する際の重要なポイントは，約定晶の  
引渡場所，売主が推供すべき引渡しの証拠畜類，約定晶の滅失・損傷の危険の  
分岐点と費用負担のそれとの異同，運送される物品の提供方法（現実的引渡し  
か運送畜類の捷供による引渡しか）などである。CIF条件および荷為替特約   
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付きのFOB条件が広く普及しているのは，前記の諸点が「本船への物品の読  
込み」を中心に，船荷証券とそれを支える国際条約および荷為替信用状を介し  
て，売買の基本原則である約定晶の引渡しと代金の支払の同時性を保つべく，  
一挙に調和しているからである。   
コンテナによる国際複合運送が行われる場合にも，そのような調和が必要で  
あり．国際条約により承認された運送証券をもとにした信用状付きの荷為替決  
済が求められるならば，CIF条件と同様の権利・義務の配分が売主・買主間  
で行われるべきであろう。仮りに，信用状付き荷為替決済がさほど必要でない  
ということであれば，コンテナによる国際複合運送を伴う貿易売買において，  
売買の基本原則はどのようにして守られるのであろうか。   
以上のような問題意識に基づいて，1980年制定の定型取引条件を（i）引渡場  
所，（ii）運送人と運送契約，（iii）提供すべき運送証券と信用状統一規則の3点  
からみてゆくこととする。  
（i）約定品の引渡場所   
いずれの条件の場合においても，輸出者は約定品を運送人の管理下に引き渡  
さなければならない。「運送人渡条件」の場合，指定の運送開始場所において，  
合意されたまたは慣行の方法に従い，運送人の管理下に約定品を引き渡すこと  
が輸出者の義務とされている。この条件では，物品の運送契約の締結義務は輸  
入者にあり，運送人の名称および運送人に対する約定晶の引渡期日が輸入者よ  
り輸出者に通知されなければならない。この通知には，おそらく，運送人の荷  
受場所が明示されているであろう。明示されていない場合には，輸出者の合理  
的な選択に委ねられる。残りの「輸送費済条件」および「輸送費・保険料済条  
件」の場合，物品の仕向地指定地点までの運送契約の締結義務は輸出者にある  
から，約定晶の引渡場所は運送人の指定する荷受場所になるであろう。   
それでは，運送人の管理下に物品を引き渡すとはどういう時点を指すのであ   
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ろうか。  
コンテナ運送される物品ほ，その数量により，FCL（fullcontainerload）  
と LCL（1ess than containerload）に大別され，荷渡しの方法も異なる。日  
本では，国際複合運送のためのコンテナ・ターミナルはすべて臨港立地であり，  
国際複合運送の起点は通常海上コンテナ・ターミナルとされている。そして，  
FCL貨物の場合にはコンテナ・ヤード（COntainer yard，CY）が，運送人の  
荷受場所とされる。複合運送証券には，例えば，東京港CY（Tokyo CY）と  
して荷受場所（place of r・eCeipt）が表示されることになる。LCL貨物の場  
合，運送人の指定するCFS（container freight station）において，運送人  
の代理人であるCFSオペレータがコンテナへの混載（COnSOlidation）を行う  
（carrier’s pack）。したがって，コンテナ・ターミ ナルに近接するCFSが荷  
受場所として運送証券に表示される。   
それゆえ，日本の場合，運送人の管理下に物品を引き渡すとほ，物品の詰ま  
ったコンテナないし混載のための物品を榛港コンテナ・ターミナルのCYま  
たはCFSに搬入することを意味する。特に，CFSとCYが近接していない  
場合には，単に指定続出場所のみならず，そのあとにCYかCFSのいずれ  
かを明示することが必要であろう。運送人への物品の荷渡場所が，FCLであ  
るかLCLであるかによってかけ離れる結果，運送危険の負担肥大きな相違を  
生じるおそれがあり，またLCLでCFSを荷洩場所とする場合ほCFS費用  
が余計にかかるからである。したがって，1980年制定の定型取引条件の起草段  
階で，ICCがFreeCY portof＄hipment，Free CFS port of shipment  
などの試案を検討していたことは，沖定積出場所のあとにCYないしCFS  
の表示を追加することの必要性を裏付けるものである。16）   
ここに述べた引渡場所において，運送人の管理下に物品な置けば現実的引渡  
しが行われたことになり，輸入者に対し代金請求権を得る。   
このように，指定の引渡場所において，物品を運送人の管理下に置くことに   
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よって輸出者が引渡兼務を履行するという点で，1976年制定のFOB Airport  
条件と共通している。また，この方が，売買法の原則にも適合しており普遍的  
である。（Tけ本船への物品の頼込み」を売買当事者間の危険配分のモメソトとす  
る場合，運送人の管理下に物品を引き渡した後で本船への積み込み前に事故が  
発生したとき，輸出者ほ面倒な手続きと少なからざる出費を強いられてきた。  
この点が，「物品を運送人の管理下に厭く＿】ことをもって物品の輸入者への引  
渡しとすることにより取除か九たから，CIF条件およびFOB条件にも影響  
を与える可能性があろう。㈲  
（ii）運送人と運送契約   
輸出者が物品の引渡義務を履行したと言いうるためにほ，物品を「運送人」  
の管理下に置かなければならない。「運送人渡条件」の緒言によれば，「運送  
人」とは，自分自身で，または自己の名前で，道路運送，鉄道運送，海上運送，  
複合運送などの契約を締結する者を意味している。この定鶉は，「運送費済条  
件」および「運送費・保険料済条件」の運送人にも妥当しよう。   
「運送人渡条件」の場合，輸入者の指定した運送人の管理下に物品を引き渡  
せばよいのであるから，航空運送のみによる場合を除いて，（○）運送手段および  
運送方法の決定についてほ輸出者ほ何ら関与する必要ほない。定期船により運  
送される物品のFOB条件に見られるように，輸出者に運送契約の締結につき  
明示もしくほ黙示の代理権が与えられている場合，輸出者は「輪送費済条件」  
などの売主の義掛こ準じて，輸入老に最寄りのターミナルまでの運送の手配を  
すればよいであろう。   
「鴨送費済条件」および「輸送費・保険料済条件」においては，主として複  
合運送により仕向他にある指定場所まで，通常の運送経路を通りかつ常例の方  
法で物品を運送するために，輸出者は運送契約を締結しなければならない。最  
初の運送人と輸出者が締結する契約ほ，仕向地にある指定場所までの物品の運  
送を内容とするものでなければならない。最初の運送人が，物品の運送につき   
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一貫責任（throughliability）を負わなければならないかどうかは明らかでな  
い。  
1980年5月に成立した「J国連国際物品複合運送条約」（United Nations  
Convention onInternationalMuitimodalTransport ofGoods）の第1粂  
弟3項によれば，運送賃の支払を対価として国際複合運送を行うことまたはそ  
のような運送の履行の手配（procure）を行うことを複合運送人が確約する  
（undertake）ことが，「複合運送契約」とされている。この条約の同じく第1  
条第2項では，「複合運送人」ほ「複合運送契約」を締結し，本人としてその  
契約の履行に責任を負う者をいうとされている。   
また，ICCが1973年12月に採択した「複合運送証券に倒する統一規則」㈱  
（Uniform Rulesfora Combined Transprt Document，ICCPublication  
No．298）の規則第2粂bおよびC項によれば，複合運送証券を発行する者が  
復合運送人であり，復合運送証券は複合運送の履行および／もしくは履行の手  
配（procurement）の契約せ証するものとされている。さらに，同規則第5条  
a項は，複合運送人の責任として，物品の受取から引渡しまで複合運送を履行  
および／もしくほ自己の都こおいてそのような運送の履行の手配を確約するこ  
とと定めている。   
これら集約および規則から判断すると，仕向他の指定場所において物品が引  
き渡されるよう手配し，そのことについて本人として複合運送人が責任を負わ  
ねばならない㈹から，物品を引き渡す最終の運送人に対し，物品の引渡しを複合  
運送人またほその老の指図を受けた暑が請求できなければならないことになる。   
しかしながら，19的年の国連集約はまだ発効していないし，1973年のICC  
規則は民間団体の任意性の高い規則であるから．売買爽紛および運送証券のい  
ずれかにそれらの条約またほ規則に準拠する旨の文言がないと拘束力ほない。  
したがって，「通常の運送経路を通りかつ常例の方法で」という場合，現在の  
ところは日本を起点にして行われている複合運送サービスの実態を参考にしな   
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ければならない。   
米国西岸経由のIPI（lnterior PointIntermodal）サービスの場合，運送  
人は複合運送証券（Combined Transport B／L）に表示の貨物の荷受場所か  
ら荷渡場所まで一貫して運送責任を負うとしながらも，米国内の運送規制によ  
り内陸運送の免許を持たないと陸上運送人として営業できないから，海港ター  
ミナル地域を越えて最初の運送人は実際運送人として責任を負えない。最初の  
運送人ほ，証券表示の荷渡場所での貨物の引渡しを手配し，実際運送人による  
内陸運送の履行を保証する責任を負うにとどまる。旭シベリア・ランドブリッジ  
（Siberian Landbridge）の場合，通し船荷証券（through B／L）が発行され，  
証券面の荷受場所から荷渡場所まで一貫して最初の運送人が責任を引受けてい  
る。㈹このため，荷送人に対しては，運送人として一貫責任を最初の運送人は  
負担する。  
これらの例からみれば，最初の運送人が複合運送証券上の荷渡場所での物品  
の引渡しに本人として責任を負うべきであるとする国連条約の趣旨と実務上の  
取扱は一致しているといって差しつかえない。   
したがって，「輸送費済条件」および「輸送費・保険料済条件」においては，  
輸出者は，最初の運送人と売買契約に定める仕向地の指定場所で物品が確実に  
引き渡されるよう，荷主に対し一貫責任を運送人が負担する運送契約を締結す  
る義務な，実務の実際上負担することができる。ただし，最初の運送人が一貫  
して実際に運送を担当する内容の運送契約忙限定されない。また，最初の運送  
人は，運送手段を保有していなくてもよい。物品の受取の時から，物品の滅失・  
損傷に責任を負い，複合運送証券を発行し，仕向地の指定場所での「物品の引渡  
しを確約している」（undertake the delivery of the goods，Or undertake  
toprocurethe performance ofinternationalmultimodaltransport）か  
ぎり，国際運送取扱人（internationalfreight forwarder）もこれらの条件  
にいう運送人仙であり，その者への物品の引渡しによっで輸出者から輸入者へ   
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物品の減失・損傷の危険と費用負担の責任は移る。   
ただ，仕向地において荷受人に対し確実に物品の引渡しを行わなければなら  
ないから，複合運送人は仕向地にも営業所または代理人を持っていることが必  
要となろう。また，そうでないと，荷受人である輸入者は運送クレームの処理  
上著しく不便な立場におかれ不利になる。輸出者は，供重に投合運送人を選ば  
なければならない。   
（iii）提供すべき運送証券と信用状統一親則   
「運送人渡条件」などの条件で海外へ輸出する者は，物品の最初の運送人への  
引渡しを証する常例の書類または運送畜類を輸入者に提供しなければならない。  
運送人の発行する書類でなければならないから，単なる運送取扱人の発行する  
書類，例えば，Forwarder，s Cargo Receipt（FCR），Forwarding Agents  
Certificate of Transport（FCT）などは，ここにいう常例の畜類にあたらな  
い。旭運送人が発行する受取証ないし運送畜類であればどんなものでもよいか  
といえば，そうではない。約定晶が運送人に正しく引き渡されたことを証する  
ものでなければならないから，引渡期日，数量，運送晶の外観などについて売買  
契約の趣旨に合致しないものほ故障付の受取証となり，輸出者はそれを輸入者  
に提供できない。したがって，無故障の運送状（具体的には，Waybill，Sea  
Waybillなど）ないし受取証（Dock Receiptなど）が常例の事柄に該当し  
よう。   
コンテナによる複合運送は，その迅速性のゆえに運送証券が権利証券として  
流通性を持つことは，迅速な荷渡しを阻害する。しかし，輸入者が代金を前払し  
ている，輸出入著聞に交互計算の取決めがある，本・支店間取引であるなどの  
荷為替決済を必要としない理由がある場合を除いて，輸出者ほ代金確保と物品  
の仕向地における輸入者への引渡しとをリンクさせざるを得ない。輸出者が仕  
向地に営業所ないし代理人を有しておれば，単なる運送状を入手したとしても，  
運送状上の荷受人をそれらの営業所ないし代理人としておくことにより，物品   
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の引渡しと代金の支払とを同時的に行いうる。しかしながら，このような場合  
には，輸入地持込渡条件（Delivered……［named place of destinationin  
the country ofimportation］Duty Paid）を売買条件としてもよいのであ  
り，必ずしも1980年制定の取引条件に固執する理由はない。   
輸出者が輸入地に営業所ないし代理人を持たない場合であって，多少とも輸  
入者の代金支払に不安があるときには，代金前払を輸入者が承知しなければ，  
次のような方策を講じざるを得ないであろう。   
㈱ 運送畜類が権利証券として流通性を認められているならば，荷為替決済  
による D／P（documents against payment）ないし D／A（documents  
against acceptance）条件とする。  
（功 前記㈱と事情は同じだが，信用状付の荷為替決済とする。   
岨 運送距離が短かく，かつまた運送が迅速に行われ，運送番類を権利証券  
として流通させる必要がないか，運送書類が流通性権利証穿とみとめられない  
場合には，運送状上の荷受人を信用状発行銀行ないし輸出者の取引銀行の輸入  
地所在の本・支店もしくはコルレス先とする。これは，bank consignee方式  
と称すべきもので，輸入者が銀行に商品代金を支払ってはじめて物品の引取り  
が可能になるものである。l畑   
㈲ 事情ほ心）と同じだが，運送晶の引渡しは物品の代金を荷受人である輸入  
者が運送人に支払ったときに限定する方式（CaSh on delivery）である。この  
場合，運送人は荷送人の代金取立てのための代理人を兼ねる。   
栂および佃は，航空運送される物品の売買において採られている代金確保の  
ための方策である。のの方式の場合，輸出者・輸入者の借用がかなり高くない  
と，銀行は商品の取引の専門家でないため，容易に運送状上の荷受人になるこ  
とを引受けない。任カの方式の場令，最初の運送人が運送晶を担保に金融をつけ  
てくれる訳でなく，まったく運送人の代金取立てを信頼するはかない。のおよ  
び錮の方式のいずれも，信用状発行銀行が運送状上の荷受人となり，そのよう   
241   
な運送状を添付した為替手形を支払ってもらう場合を除き，出荷後の貿易金融  
を得ることが難しいから輪出老としては苦しい立場におかれる。したがって，  
信用状付決済とするか，流通性権利証券としての複合運送証券を利用した荷為  
替手形による決済によらぎるをえない。抑   
借用状付きの代金決済で輸入者の資力が十分なときは，信用状発行銀行は必  
ずしも運送畜類が流通性の権利証券であることを要求しないであろう。むしろ，  
輸入者が，そのような運送畜類匿ついて，無故障（Clean）のものであり，売買  
契約上の輸出者の義務が正しく履行されたことを証し，運送人に対し運送晶の  
滅失・損傷濫ついて十分な請求権を確保しうるものであることなどを，信用状  
開設上の指図として要求するであろう。㈹このような要求を満たす運送害類は，  
金運送区間についてその筈類の発行者が荷受人に対し，物品の減失・損傷の責  
任を引受けてくれるものでなければならない。もちろん，それは無故障のもの  
でなければならない。したがって，自ずと通し運送畜類であって，最初の運送  
人が発行したものに限定される。最初の運送人が，その後の運送について荷送  
人の代理人として，第2の運送人と荷送人の間の運送契約世事配する兼任のみ  
を負い，荷受人への物品の引渡しについて確約（保証）していない運送掛矧軋  
「運送人渡条件」の場合ほ別にして，輸入者の要求する条件を満たすことには  
ならない。  
信用状発行銀行は，万が一の輸入者の支払不能に備える一つの方法として，  
運送状上の荷受人を自行にしてもらうか，運送蕃類が流通性の権利証券でそれ  
を手形の附属書類とするかのいずれかの方法を選択する。すなわち，銀行とし  
ては運送晶それ自体または証券を通じて運送晶の支配を確保することを欲す  
る。脚   
これらの点に閲し，現行の信用状統一規則（Uniform Customs and Prac－  
tice for Documentary Credits［1974Revision］）に．は，どのような規則が  
定められているであろうか。規則第19粂（b）項i）号は，船会社またはその代理   
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人発行の「通し」船荷証券の提供を認め，たとえ数種の運送手段にわたっても差   
し支えない，と定めている。さらに規則第23粂（a）項は，複合運送書類の提供ま  
たは複合運送が信用状に定められているときは，必要とする苔類の形式（form）  
および／またほその書類の発行人について信用状に明示がないときは，呈示さ  
れたとおりの書類を受理する，と定めている。運送畜類の受取証的側面につい  
ても，「積込み」の表示（例，“loaded on board”，“Shipped on board”）を  
要求せず（規則第23粂（b）項），FCL貨物や包装内容の不明な貨物の運送畜類に  
“shipper，sload and count”またほ“said by shipper to contain”などの  
文言が付記されていても，その書類を受理すると定めている（規則第17粂）。第  
19粂のみから判断すれば，複合運送人が海上運送人であることが望ましいよう  
である。しかし，第23条を併せて観ると，買主の借用のみが重要で，買主が提  
供されるべき害類として指図したところのものが捷供されれば良いと定めてい  
るようで，複合運送書類の問題にあまり関心がないように思える。擁したがっ  
て，買主が信用状の開設を依頼するに際して発行銀行に与える指図が重要であ  
る。従来のオーシャン（ocean）B／Lと同様，複合運送書類は，無故障で，指  
定の積出期限内に物品を運送人に引き渡したことを証し，“Shipper’sload＆  
countり などの留保がついていても，一応，約定晶の運送人への引渡しを明示  
し，指定の仕向地まで逓送することが約されているものでなければならない。  
複合運送人に対して，買主としては，全運送区間中の運送クレームを引き受け  
てくれること，信用状発行銀行としては運送証券の絶対的な受戻性の保証を，  
信用状上に要求したいが，余りに細かな部分にまで指図が及び．信用状取引の  
形式的処理による迅速性を阻害してはならないから，それらほ1980年の国連国  
際物品複合運送条約に準拠する旨を示す文言の明示を要求する程度に止めてお  
くべきであろう。   
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ヰ 結  び  
以上に見てきたところから，19鋪年制定の定型取引条件が横地（出荷地）渡  
英約（Shipment contract）として普及していくための条件が，多少とも明ら  
かになったものと思う。   
それほ，一つには，複合運送人の信用の確立であり，複合運送人が仕向地で  
複合運送証券所持人に物品の引渡しを保証するべく完備した営業網を持つこと  
である。これにより輸入者（買主）としては，複合運送人に対する運送クレー  
ムが容易になるという利点が生じる。二つにほ，複合運送人の責任および複合  
運送証券についての国際統一条約ないし国際統一組則が確立することである。  
奨務において用いられている複合運送証券が，各国の運送立法に相違があり，  
またそのような証券についての立法が十分でないため，必ずしも十全な流通性  
の権利証券として認められていないが，1980年の国連国際物品複合運送条約に  
準拠する旨を証券に明示することにより，複合逓送証券の荷為替用証券性（い  
わゆるbankability）ほ高まるであろう。   
ただし，輸出者が輸入地またほ輸入者所在地に営業所または代理人を持って  
おれば，代金確保の目的のために荷為替取引に執着する必要はないし，輸入地  
持込渡条件で取引してもよい。したがって，前記の2条件は，輸入地に営業所  
または代理人を持たない輸出者が，荷為替の郵送日数よりも長期間の運送を要  
する取引を行う場合に，最も良く妥当する。餌  
注（1）FOB条件では，引渡しの証拠番数として本船受取証（mate’sreceipt，M／R）を捉  
供しても良いが，荷為替の都合上，積込式船荷証券を提供する。  
（2）運送人の船荷証券条約上の責任がloading tackle to discharging tackle に限定  
されていた（チークル主義）が，1968年Hague・Vi8by Rulesによりそjtが未来ある   
べき責任区間である受取（receipt）から引渡し（delivery）までに拡大され，さらにコ  
ソテナ運送が盛んになったため，インコタームズにいう 山e任ectivelypa88theBhip’s   
rail”（本船の手摺を有効に通過すること）の重要性が備品運送貨物については薄れ   
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た（F・Eisemann，エβJⅣCOr正々〟苫《ル〃鋸〃乃・α乃車〝Jg脚……（卯血＝仏座II‘）   
CL．kcL oLLJ，Ort t・a）・L；jLJSq〝’all・1h（］＞OinL de desLinatiot（COnL・eHJL）〉，16Eur．T．L．   
60，62－63（1981）参照）。  
（3）D．M．Sassoon，Trade7brmsand ContaineY肋otution，1J．Mar．L．Com．   
73，77fn．20（1969）．  
（4）桐山武「複合運送の研究（1）」『捌嚢保険研究』第41巻第4号（198吼 p．糾および   
小野芳計「国際複合運送について」『海風月 第650号（1981），pp．38－39によれば，   
7ないし8ルートの日本関係の国際複合運送がある。  
（5）この定型取引条件は．その使用をコンテナによる抜合運送のみに限定していないこ   
とに注意すべきである（朝岡良平『貿易流牒と商慣習』（第3版，1981），p－436およ   
びJ・Ramberg，ThcimplicaEionsqf newiransPOrt tCChnoIpgies15Eur．T．L・  
119，124（1980）参照）。  
（6）小原三佑嘉「コンテナ貨物の複合運送に関する取引秩序への摸索」『国際商暮法務』   
第2巻（1974），p．82。従来，チークルやShip’srailが賀任の分岐点とされたのは，港   
湾の荷役と運送人の責任が港により異なったからだといわれるが，責任・費用の分岐   
点を可能なかぎり明確にして誤解やあいまいさを除いておくことが必要である。FCL   
貨物と はL貨物では運送取扱壁用が異なり，かつ運送人の東任内容に差があるのみ   
ならず．港湾における盗難も多いといわれる（東京海上訳「国際海上保険連合（1977   
年）モソトルー総会議事蘭」『損嘗保険研究』第40巻第1号（197軋 p・飢5）が，そ   
の危険も FCL貨物と LCL借物では異なろう。  
（7）民法第401粂第2乳 英国動産発月法第32粂，米国統一商法典§§2－401（2），504。  
（8）1980年制定の足型取引条件は，FOB，C＆FおよびCIF の各条件を下敷きにして   
いる（朝岡良平，前掲膏，p．449参照）こと，必ずしも複合運送のみを射程において   
いないこと，l‾物品の運送人への引渡し」という一般的な賀任分岐点を採っているこ   
とから，将丸 コンテナ貨物以外にも利川されFOB，C＆F，CIF，FASなどの諸条   
件にとってかわる可能性があると思う。  
（9）この場合は，FOB Airport条件で売買が行われ，輸出者が輸入者の費用で運送契   
約を締結する。  
㈹国連の条約に合せるべく，改訂作業がこの規則に加えられている。  
㈹ E．Chrispeels，The肋itedNblions Co”Vention on hternatLonal肋IfimoddL   
Tン〃〟坤〝fβ／G¢∂dgJA助¢烏g′〃〝舛d肋Jg，15Eur・T・L・355，358（1980）・  
㈹船主協会統一船荷証券フォームA，LocalClau8e，住友倉庫のCombined Trans・   
port B／Lの裏面約款第5粂解3項Ⅳ号など参照。日本通運とジャバソ・ラインは，   
米国の州際運送人（ICC Carrier）の免許をもっているので，一部地域についてこれ   
ら両社は運送人として一環貴任を負担してくれる。   
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㈹ 山下新日本汽船『ContaimerService』（1981），p．33および桐山武「SLB統一混   
合運送証券（ThroughBillof Lading）と運送人の塩江」『指事保険研究』第40巻第  
1号（197汎 p・幻以下参照。なお，J・Ramberg，mgC〃桝∂∫〝gd rr¢〝坤〝Jqクβ・   
r〃for，1968J．Bus．L．133，140をも塵紺軋  
掴 ただし，運送取扱人の地位は国により典なり，必ずしも混合運送証券を発行してい   
るとの理由で運送人の地比が与えられないかヰ）しれない（D．J．Hillト釣頑g如 釣r一   
抑αr虎r，（London，1972）p・朗＝〟ぶ印．参照）。さらに，D・J・Hill，r如㌧昂Ⅵg鋸   
爪抑肌肌ねrJ数＝弘加齢′畑桝〃C鋤仰の励加β y紘呵抽血，〔1975］1LMCLQ27を   
も参照。  
摘 桐山武「複合運送の研究（2）」『凋寄保険研究』第42巻撰1号（1980），pp．59－60。   
Bundesgerichtshof，15－12－1976，12Eur、T．L．370（1977），  
㈹ 石田貞夫他『貿易取引』（第5版，1982）p．248および昭和50年3月19日通商産業   
省貿易局通達輸保線第20号参照。  
し17）Lord Diplock．The Genoa ScmiHOr OIL Colnbill（d TralLSJ）Or／．1972J．Bus・L1   
269，270参照。輸入地の銀行を荷受人とする避退書類を入手して荷為替手形を取り糾   
み，輸出手形保険を手配すれは多少の金融が得られよう。この場合，鹿終の運送人に   
対して適切な指図（HandlingInformation）を与えることが虚要であり，他方，荷   
受人となってくれることにつき事前に何らかのかたちて銀行から了解を得ておかなけ   
ればならないだろう。  
鯛IB．S．Wheble．乃e伽c〟桝β〝′αりC′β戯ブル柁ね如〝′♂ r和d∫如〝〃J〃〝d肋J・   
timodalSales．16Ellr．T．L．100，101，106－107（1981）参照。  
㈹ B・S・Wheble，Co桝bincd T用”車0，t－a BankingⅥew，10Eur・T・L・648，652－   
653（1975）．  
鍋 B．S．Wheble，Su♪Ya nOte（18），at pp．101，104．ただし，規則第23粂（al項と  
ICCの捏倉運送証券統一康則ほ一体で，複合逆送藩頬は後者の要件を満たさなけれ   
ばならないとの見解の紹介について，桐山武「複合運送の研究（2）」『損害昧険研究』   
第42巻第1号（1980），p．63を見よ。  
¢や コンテナ運送ほ，door to doorの運送を理想とするが，door to doorの運送l土1   
人の荷送人が1人の荷受人に対しFCLほ物を送付する場合に実現する。そして，標   
準的コンテナのサイズ（20フィート型および朝フィート型）であれば，かなり多生の   
一般貨物が収納できるので，売買当事者がかなりの大企業で互いに信用がある場合に   
FCL貨物の運送のメリットが得られ，輸けj著が外国の物流センターないし特約店宛に   
多風の商品を送付し，そこから現地の買主に販売する場合にも同様のメリットが縛ら   
れるであろう。それに加えて．複合運送証券の流通性ガ凄け）られていなか′つた事実を   
前提に，Sassoonが，以軋 コンテナによる複合運送の足型取引条件は輸入地相．込渡   
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条件になるだろうと予測としたことも理解できる（Sassoon，甜♪rβnOte（3），at pp．  
82－83）。   
実際上，日本では複合運送の主導権は借用，B／Lへの信頼感などから海上運送人   
が中心にな一つており，それ以外の運送人も複合運送サービスのマーケテイングな行っ   
ているが，輸入者側において複合運送書煩を信用状上の提供護頬として積極的に承認   
してくれないため，容易でないというのが乗情のようである。   
